






























































































































































































































神奈川大学心理・教育研究論集　第 42 号（2017 年 11 月 17 日）
対して，「法案作成過程において主に従事する
のは，文部省の担当課の職員であり，彼らに直
接の影響力を行使するのは課長である。（中略
＝引用者）審議会の意見を重視するか否かは，
そのときどきの文脈によるところが大きい」15 
と一定の牽制をしているように，立法権の周縁
にある行政行為としての立法作業を担当する現
場の官僚たちの役割を軽視することはできな
い。しかし，多様なプレイヤがジレンマを持ち
ながらゲームを展開したのが占領下の政治的力
学関係ならば，間違いなくGHQはそのメイン
プレイヤである。だからこそ，占領期初期にお
いて，日本側がどのような戦後教育改革を進め
ようとしていたのかを指導し監察する場所でも
あった教育刷新委員会での議論や資料の分析
は，重要な意義を有するものと考える。
おわりに
　以上，教育刷新委員会で配布された資料を手
がかりに1947年4月以前において，教育課程に
かかわる制度設計がどのように認識されていた
のかを整理した。
　教育の生活化が重視され，教育課程という用
語の使用へ転換したのは，第1次全面改訂と
なった1951年改訂の学習指導要領であった。
それ以前は，本論文でもとりあげたように，教
科を中心とするものであり，論文中の資料では
学科課程という言葉が使用されている。生活単
元学習を重視していなかったのではなく，占領
期初期の教育改革の目的がまず何よりも，戦前
の文部省統制による軍国主義的教育を停止・転
換させることにあった。だからこそ，それまで
の教科教育の内容を否定することに主眼が置か
れているのであり，学科課程という視点での改
革に拠ったのであろう。そのように考えれば，
現在まで続く教育課程にかかわる教育行政の濫
觴は，戦後教育基本の出発点となった1947年
の教育基本法制定以前にも見出すことが可能で
ある。そして，その改革当初の教育理念と現在
の学習指導要領の共通性も，「社会との連携」
というポイントに見出すことができよう。社会
とかかわり，社会を支え，次世代に社会を伝え
ていく役割を期待された「未来の主権者」たる
児童生徒の成長をどのように促していくのか，
その実現が教育課程の理念の形成に求められて
いると言えるだろう。それは学校教育のみが担
うものではなく，社会全体で責任をもって構築
していこうとする姿勢が重要となってくる。
[注]
1 安彦忠彦『改訂版　教育課程編成論　－学校
は何を学ぶところか－』放送大学教育振興会， 
2013年， 10-11頁。
2 新学習指導要領の前文には，「教育課程を通
して，これからの時代に求められる教育を実
施していくためには，よりよい学校教育を通
してよりよい社会を創るという理念を学校と
社会とが共有し，それぞれの学校において，
必要な学習内容をどのように学び，どのよう
な資質・能力を身に付けられるようにするの
かを教育課程において明確にしながら，社会
との連携及び協働によりその実現を図ってい
くという，社会に開かれた教育課程の実現が
重要となる」と挿入されている。
3 田浦武雄編『教育の原理』（名古屋大学出版会，
1986年， 159頁）によれば，教育課程を構成
するものとして，教育内容，組織原理，履修
原理，教材，授業時数，指導形態，教育方法
をあげている。
4 田中耕太郎「地方教育行政の独立について」
文部省内教育法令研究会『教育委員会−理論と
運営−』時事通信社，1949年，229頁。田中は，「地
方教育行政の独立」の志向は，米国の勧告か
らはじまったわけではない，と指摘してい
る。
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5 高橋寛人解題『教育刷新委員会総会配布資料
集』第1巻，クロスカルチャー出版， 2016年，
ⅵ頁。
6 同前書， 1頁。資料集に所収されている同類
資料から，大臣官房審議室だと類推できる。
7 同前書， 12頁。
8 同前書， 105頁。
9 同前書， 105頁。
10 同前書， 323頁。
11 同前書， 354頁。昭和二十一年十二月二十七
日第十七回総会で採決された『教育行政に関
すること』による。
12 同前書， 393頁。同書の表紙には，「調査局
審議課」と記載されている。
13 同前書， 395頁。
14 同前書， 395-397頁。
15 千々布敏弥 「玖村敏雄の教育学観について」
九州大学教育学部教育経営学研究室 『教育経
営教育行政学研究紀要』第1号， 1994年， 57頁。
